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１. 背景
　わが国におけるスクールソーシャルワーク
（以下、SSW）は、1986（昭和61）年に山下
英三郎氏が行った埼玉県所沢市での実践が最
初と言われている。その後2000年から2007
年にかけ、「少数の先進的な府県や地方自治
体、あるいは私立学校などでの局所的な取
り組み」 1）にとどまっていた中、2008（平成
20）年に文部科学省が「スクールソーシャル
ワーカー活用事業」を実施したことで、46都
道府県141ヶ所と全国レベルで急激に普及し
た。事業開始時は全額補助事業であったが、
翌年から３分の１補助事業となったことで一
部の自治体による事業の撤退は見られたもの
の、着実にスクールソーシャルワーカー（以
下、SSWer） 2）数は増加している。実際、文
部科学省も平成26年度概算要求の際に「いじ
め対策等総合推進事業」の一つとして、「ス
クールソーシャルワークの配置拡充」を挙
げ、1355人から2043人という数値目標とし
て掲げている 3）ことなどを考えても、今後も
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SSWer の増加が続くと予想される。
　本来 SSWer は、その名称からも学校領域
における社会福祉専門職を意味している。文
部科学省は「社会福祉士や精神保健福祉士等
の福祉に関する専門的な資格を有する者が望
ましい」 4）とし、日本社会福祉士養成校協会
もまた「国全体で社会福祉士をスクール・ソー
シャルワーカーとして任用・採用する方法を
検討していくことが求められる」 5）と、社会
福祉を学問的基盤に持つ者の従事を求めてい
る。しかし、「即戦力として活躍できるスクー
ルソーシャルワーカーを至急確保したいとい
う現場のニーズ」に対応できず、「多くの地
域で実際にスクールソーシャルワーカーとし
て活躍できる人材の不足が発生」 6）した。実
際は「SSW の資格は社会福祉士に限られず、
各自治体で専門性を判断して採用」 7）され、
「特に資格を持たない SSWr も多数存在」 8）
している。「今のままでは、“スクールソーシャ
ルワーク”という名だけが先行し、実態の伴
わない活動が全国的に広がってしまうのでは
ないかという懸念がある」9）との言葉からも、
SSW が専門職として確立できるかどうかを
危惧している声があることは事実である。
２. SSWer の専門性、専門職性に関する
　先行研究と問題の所在
　近年、SSW に関する研究も増え、CiNii（国
立情報学研究所の論文情報ナビゲーター）を
用いて「スクールソーシャルワーク」「スクー
ルソーシャルワーカー」をタイトルに用いた
論文を検索したところ、前者で179件、後者
で144件ヒットした。さらに「スクールソー
シャルワーク　専門性」「スクールソーシャ
ルワーカー　専門性」で検索すると、それぞ
れ４件、３件が該当した。その内訳は SSW
実践と隣接領域であるスクールカウンセラー
との業務比較に関するものが２件、SSW 実
践の分析が２件、SSW 実践の理論化に関す
るものが１件、求められる教育体制について
述べられたものが１件、SSW がおかれてい
る現状を概観したうえで、SSWer が専門職
として取り組むべき課題を挙げたものが１件
であった。つまり SSW の「実践」に関する
研究が多い一方で、実践を行う「従事者」そ
のものをメインにとりあげた研究、いわゆる
SSWer の専門職性に関する研究は見られな
かった。
　なお、専門性と専門職性は、同じ意味をさ
す場合や使い分けられている場合など様々で
あるが、南（2005）によると前者は「ある領
域の職業に特異的な専門的特性」、後者は「当
該専門職が有する専門職としての成熟性」10）
としている。専門職性の追求により、SSW
実践にも直結することはもちろん、教育関係
者や社会、何より当事者自身が SSWer は専
門職であるという認識が持てるようになるの
ではないかという思いが本研究の動機であ
る。
　そこで、2011（平成23）年10月より、SSWer
の活用事業を開始している A 県 B 市におい
て勤務する SSWer を対象としてアンケート
調査を行った。当該市では、いじめ・不登校
対策事業として、教育委員会が全公立小学校
41校に SSWer を派遣している。「都道府県の
SSWer 数でも京都府31名、大阪府29名、富
山県23名がベスト３であり、20名を超える都
道府県は少ない」11）中、平成24年４月時点
で19名の SSWer が勤務している。“SSW 事
業導入期”12）の SSWer の取り組みを論じる
上で、時期をほぼ同じくして事業を開始した
自治体の SSWer を対象とすることで、ある
程度標準的な問題や課題を見出せると考え、
さらに実践者の属性やモチベーション、特に
開始期に感じる業務の難しさ等を明らかにす
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ることは、SSWer の専門職性を追求するう
えで、何らかの示唆が得られると考えた次第
である。
３．アンケート調査
⑴　調査方法
対象： A 県 B 市にて SSWer として働いてい
る（いた）20名中19名（回収率95％）
方法： アンケート調査を実施。自主研修会の
際に協力を依頼、配布し、次回の研修
会に回収した。欠席者等を含む数名は
郵送、メールで回答があった。
期間：2012（平成24）年４月18日～５月１日
調査項目： １） 基 本 属 性： 性 別、 年 齢、
SSWer としての経験年数、担当
校の数、資格、子ども関連で従
事している（いた）業務・活動、
SSWer の応募動機、ソーシャル
ワーカーの勤務経験の有無と活動
領域、（ソーシャルワーカー勤務
経験者対象として）他領域との違
い、ソーシャルワーカー勤務未経
験者の以前の活動領域、ソーシャ
ルワークに対するイメージ、業務
を行ううえでの難しさ
　　　　 ２）ソーシャルワーク業務に対する
問題意識についての質問項目（12項
目）および問題に取り組む意欲につ
いての質問項目（12項目）
倫理的配慮 ：調査は無記名で実施し、調査協
力は任意とした。さらに個人情報
の取り扱いには十分配慮を行っ
た。
⑵　調査結果
１）調査対象者の属性
　性別については、女性18人（95％）、男性
１人（５％）であった。年齢については、20
歳代０人（０％）、30歳代６人（32％）、40歳
代７人（37％）、50歳代４人（21％）、60歳
代２人（11％）となっており、平均年齢は
44. 8 歳となっている（表１）。経験年数につ
いては、０年が４人（21％）、 0 . 5 年が12人
（53％）、１年が１人（５％）、６年が２人（11％）
となっている（図１）。
　性別については、圧倒的に女性が多い。年
齢については、20歳代が一人もいないこと、
平均年齢をみても、傾向として比較的従事者
の年齢は高い。しかし、これは経験年数と考
え合わせても明らかであるが、他分野におけ
るソーシャルワーク従事者の場合、年齢と経
験年数がある程度比例するのに対して、当該
分野においては全く関連がないのも特徴的で
ある。経験年数については、調査を４月から
５月にかけて行った時点で、４月から勤務を
開始した４人が勤務経験０年となっている
こと、事業の開始が前年10月であることか
ら、 0 . 5 年と回答した12人も、勤務開始時
は SSWer としての経験は全く無い状態であ
ることが分かる。したがって84％の SSWer
が、実に未経験の状態で学校現場に入ってい
ることになる。
表１SSWer の経験年数
年数 人数
０年 ４人
0.5 年 12 人
１年 １人
６年 ２人
図１　SSWer の年齢（単位：人）
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２）資格
　複数の資格を保持している者が多いため、
アイデンティティを感じている資格と、保持
している資格全体に分けた（表２、表３）。
なぜなら、実践者がアイデンティティを感じ
ている資格が、一番色濃く専門性の形成に反
映されていると考えたからである。ちなみに
全国レベルでみると、日本学校ソーシャル
ワーク学会の全国自治体調査13）では福祉系
の属性を持つ SSW は全体の71. 0 ％となって
いる。B 市の場合、大きく福祉：教育：心理：
その他として、 3 ： 1 ： 1 ： 1 に分類された。
言い換えると、福祉分野にアイデンティティ
を感じる者：非福祉分野にアイデンティティ
を感じる者の割合は 1 ： 1 という結果となっ
た。
３）応募動機
　応募動機については、一番強い動機（表６）
と、応募動機全体（表７）は、以下の通りで
ある。
　さらに、SSWer への応募の原動力となっ
た、以前および現在行っていた（いる）子ど
も関連で従事していた仕事や活動について尋
ねたものが表８、９である。
　以上のように、SSWer となる前から、既
に何らかの子どもに関する仕事・活動をして
表２アイデンティティを感じている資格
資　格　名 人数
社会福祉士 7 人
精神保健福祉士 2 人
その他の社会福祉系の資格 1 人
教員免許 ( 小 ･ 中 ･ 高 ) 3 人
保育士 ･ 幼稚園教諭 1 人
心理系の資格 3 人
その他 2 人
表３　所持している資格 ( 全体 )
資　格　名 人数
社会福祉士 8 人
精神保健福祉士 4 人
その他の社会福祉系の資格 4 人
教員免許 ( 小 ･ 中 ･ 高 ) 8 人
保育士 ･ 幼稚園教諭 3 人
心理系の資格 6 人
その他 2 人
表４　一番強い応募動機
動　　機 人数
子どもに関する仕事・活動をしていたが、そ
の領域・仕事（活動）内容では自分のやりた
いことが実現しにくかった
9 人
SSW に関して、かねてから興味・意欲があっ
たため 8 人
ライフスタイルに合っていたため　（例：育
児と両立しやすい等） 1 人
その他（小学校での実情を知り、何か役に立
ちたい、協力したいと思ったから） 1 人
表５　応募動機の全体 ( 複数回答 )
動　　機 人数
SSW に関して、かねてから興味・意欲があっ
たため 11人
子どもに関する仕事・活動をしていたが、そ
の領域・仕事（活動）内容では自分のやりた
いことが実現しにくかったため
11人
ライフスタイルに合っていたため　（例：育
児と両立しやすい等） ７人
条件（時給）がよかったため ３人
知人に誘われたから １人
その他（小学校での実情を知り、何か役に立
ちたい、協力したいと思ったから） １人
表６ SSWer 応募への原動力となった活動
( 一つだけ回答 )　
動　　機 人数
親 4 人
不登校支援員 3 人
学校 3 人
教育センター 1 人
医療機関 1 人
その他 7 人
表７　SSWer 応募への原動力となった活動
( 複数回答 )　
動　　機 人数
不登校支援員 ６人
心の健康相談員 ５人
子ども家庭サポーター ４人
養育支援家庭訪問員 １人
教育センター ３人
児童相談所 １人
学校 ８人
幼稚園・保育所 ３人
医療機関 ３人
親 ９人
その他 12人
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いたパターンが多く、学校に関係する仕事や
活動、ボランティアでは自分の理想とする関
わりができないという行き詰まりを感じる
中、応募に結び付いた図式が見える。
　具体的には、「総合的な関わりができるか
ら」「環境に対して関わりができるから」と、
福祉的な手法が学校現場に必要と感じたケー
スや、「報告、相談はしてみたものの、そこ
まで立ち入れない」「職業として入っていか
なければ支援はできない」と関わる立場を変
えて、直面している問題に取り組みたいとい
う思い、また「実効性のある働きができな
い」「もっともニーズを実感した経験者であ
る者が、支援の現場に携わること」と現状改
善を強く意識して応募に至ったケースも見ら
れた。
　そしてほとんどの SSWer が“女性で30歳
代以降”に加えて、表８、９でも明らかであ
るように、子育て中もしくは子育ての経験者
が多いことから、「親」という立場で学校に
対して関わった（関わっている）経験を応募
動機に挙げる SSWer も半数近くおり、クラ
イエントの側から問題を捉える体験をもちな
がら援助者として活動するという意味で、他
領域におけるソーシャルワークと比較する
と、この点も特徴的といえるかもしれない。
４）ソーシャルワーク経験の有無
　一方で、SSWer 業務につく前にソーシャ
ルワーカーとしての経験を持つ者は８人
（42％）、未経験者は11人（58%）であった。
前述した福祉系資格保持者が９人であること
を考えると、福祉出身者の多くは他領域にお
いて相談業務自体を経験したうえで SSWer
となっているのに対し、非福祉出身者は相談
業務についても未経験者が多いといえる。な
お、ソーシャルワーク経験者の以前及び現在
の活動領域については表４、一方で、ソーシャ
ルワーク未経験者の以前および現在の活動領
域については表５の通りである。
　前項で述べたことと考え合わせると、主に
福祉出身者が他領域で相談援助業務を行い、
そこから学校領域へ“参入”“移動している”
パターン１（図２）と、非福祉出身者の多く
は、既に学校や児童領域で活動していたが、
表８　ソーシャルワーカー未経験者の以前
及び現在の活動領域
( 複数回答 )　
領　　域 人数
高齢者分野 ２人
一般病院 ( 医療・一般 ) ２人
精神病院 ( 医療・精神 ) １人
生活保護分野 １人
障害者 ( 作業所 ) １人
精神障害者分野 １人
児童福祉分野 １人
保育分野 １人
その他 ( 職業訓練校 ) １人
表９　ソーシャルワーカー未経験者の以前
及び現在の活動領域
( 複数回答 )　
領　　域 人数
教育分野（中学、高校教員） ５人
児童分野　※ ５人
研究分野 ( 大学教員、実習助手、研究員 ) ３人
地域活動 ( 民生児童委員 ( 主任児童委員 )) ２人
セルフヘルプグループ ( 親の会 ) ２人
心理分野 ( カウンセラー、講師等 ) １人
福祉分野 ( 指導員、支援員 ) １人
警察分野 ( 少年補導員 ) １人
行政関連(公的刊行物発行、施策立案協力等) １人
ジェンダー関連 １人
生活関連 ( 生活協同組合 ) １人
国際関連　 ２人
※不登校適応指導教室スタッフ、不登校支援 ( 協力 ) 員、学
童保育指導員、心の教室相談員、教育センター、
　虐待対応指導員、学校相談員等 図２　SSWer の誕生パターン１
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SSWer という立場や名称に“なった”とい
うパターン２（図３）に分かれ、むしろ前者
よりも後者のパターンが多いことが分かっ
た。
５ ）ソーシャルワーク経験者が感じる、他領
域におけるソーシャルワークと SSW の違い
①　学校独特の価値観、雰囲気への戸惑い
　他領域でのソーシャルワークと異なる点と
して「学校という組織と先生方、小学校の特
性が経験年数や幅広い教師の年齢層などで、
互いに遠慮しあって問題を指摘しあえない」、
「学校においては管理職の意向が中心となる
（最終的に責任がそこにあるため）」、「（前職
では）直接、福祉関係者と協議できて、迅速
に対応できたのが、学校組織に入ったことで
管理職の対応に準ずるので、スムーズに展開
できない」、「以前働いていた領域に比べて、
SW の裁量が小さい」、「担当教師、養護教諭、
加配、担当委員 T、学年主任等、意向をあわ
せていくことが大変」、「クライエントの自己
決定、選択の自由という面において、学校、
保護者、双方において子どもの権利という認
識が共有されていない（～させるという言葉
があたりまえ）」、「関係者が年度ごとに交代
するので関係を深めることが難しい」など、
学校現場のもつ独特な雰囲気、管理職の意向
が大きく左右される意思決定のプロセスへの
戸惑い、また１年ごとにクラスが変わる学校
システムの中での連携、協働のしにくさ等が
挙げられた。
② 　大人から子供に援助対象が変わったこと
に対する困難さ
　「対象が成人であったために、対応に違い
があったが、相手の状況は児童よりも容易に
把握できた」、「SSW は観察対象が児童であ
り、適格な情報収集に困難さが伴う」との声
や、前項で述べたようにソーシャルワーク経
験者は高齢者や医療、障害分野などの領域か
ら新たに学校領域に“参入”してきたため、
子どもへの関わりは初めての SSWer もいる。
自らの問題点に対する把握や、援助内容に対
する理解や同意が大人を援助対象にするのと
大きく異なる点はもちろん、情報収集の方法
や対応に違いが見られることへの指摘があっ
た。
③ 　本来のソーシャルワーク業務と異なる点
に対する戸惑い
　「子どもや親からの相談がメインだと思っ
ていた」、「直接援助ではなく間接援助を推奨
される」「専門職の判断のもと、自分の意思
で他機関と連絡をとることができない」など、
クライエントである子どもや保護者よりも、
むしろ教職員からの相談に応じる、コンサル
テーション的役割が多かった点や、面談など
ケースワーク的な直接援助より、ケース会議
の開催や、学校の支援システム作りを行うな
どの間接援助が求められること、またソー
シャルワーカーが社会資源を活用する際に、
他職種や他機関と連携を行うことはごく当た
り前のことであるが、機関外の関係者と連携
することが難しい点も、それまで行ってきた
ソーシャルワークが行いにくい点として挙げ
られた。
６ ）ソーシャルワーク未経験者が感じる、
SSW の難しさ
① 　ソーシャルワーカーとしての自分自身に
ついての不安
　「自分自身ができていないので、専門家と
しての助言、アドバイスをすることの厳し
さや難しさや、行っている活動が果たして
「SW」なんだろうか、これでいいんだろう
かと自問自答する」「人々がその環境と相互
に影響しあう接点に介入するということに、
私自身できているのか、できるだけの価値・
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知識・技術を備えているのか悩んでいる」と、
ソーシャルワークが行えているかについての
不安を訴える声があった。一方で、「特に今
は SW という意識を持たず、学校すべての
職員の方たちと保護者、児童、地域の方たち
とのつながりを重視しているので、難しさは
感じない」という声も印象的であった。
② 　学校現場への SSWer という新たな職種
の定着のしづらさ
　「学校はなかなか福祉とつながることは、
まだまだ身近な存在ではない」、「SSW なし
で長年出来上がっている組織の中に SSW と
してどのような立場を確立すればよいのか、
難しさを感じる」など、学校現場に SSWer
という存在が導入されたばかりの時期におい
て、受け入れられることの難しさやソーシャ
ルワークを行う環境を整備していくことへ
の困難さを挙げる意見がみられた。中には
「複数校担当したが、うち１校は校長先生が
SSW は活用しないということで、一般の先
生方と全く交流できなかった。担当がその学
校だけだったら、投げ出していたかもしれな
い」と、想像以上に厳しい環境も見られた。
③　勤務条件からくる難しさ
　「週に１回という限られる時間の中で、ど
のように学校の一部として働かせてもらった
らよいのか」、「ケースに関わっても状況が変
化してしまうことが多く、月２回14）の出勤で
は追いつかない」など、勤務条件により思う
ように SSW を行えない戸惑いも感じられた。
７）研修・講習への参加状況
　研修や講習への参加状況は表６，７の通り
である。このことから、全体的に SSWer が
自らについて知識や技術が足りないと感じ、
研修や講習を自主的に受講することで、資質
向上をはかろうとしている姿勢が見える。回
数についても、月２回以上参加する SSWer
が６人と３割を超え、SSW にかける熱意や
切迫感すら感じられる。
表10　研修・講習への参加状況
研修会への参加 人　数
参加している 17人
参加していない ０人
参加したいができない ２人
表11　研修・講習の参加頻度
参加する頻度（月ごと） 人数
１回以下 ３人
１回 ５人
１～２回 １人
２回 ３人
３回 ２人
３～４回 １人
記入なし ４人
４．考察とまとめ
　上記の結果をふまえ、いくつかの点につい
て考察とまとめを述べる。
⑴ 　SSWer の学問的背景は、福祉のみなら
ず、隣接領域である心理・教育、など、多
様性に富んでいる
　SSWer 従事者の学問的背景は様々である。
そのため、現状は「スクールソーシャルワー
クの理念や活動形には定型がなく、これまで
のところ導入した自治体や学校によって内容
が異なっている」15）との指摘の通りである。
養成課程、現任講習、採用の段階など、いく
つもの観点から取り組みが考えられるが、専
門職の名称にふさわしく、やはり自律的に
SSWer 自身による動きが理想的であると考
えられる。そして、そのことは決して他分野
出身の SSWer 存在そのものを否定する意味
ではない。採用時の状況はどうあれ、最終的
には学問的基盤の一致、福祉職としての価値
や倫理・知識や技術を共有していることが望
ましく、時間をかけ、手段を講じて、その方
向に導くためのシステム作りが必要である。
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⑵ 　SSW 経験者が極端に少なく、SSWer と
しての採用を機に、SSW に携わるケース
が大多数である。さらに SSW のみならず
ソーシャルワークそのものに初めて携わる
場合も多い。
　わが国が“SSW 事業導入期”にある以上、
SSW 経験者の絶対数は、当然少ない。そ
のため、現状でできることは、スーパービ
ジョンやピア・スーパービジョンなどにより
SSWer 個々の実践をふりかえり、互いに共
有することで経験値の蓄積をできるだけ補う
ことである。一方で、まだまだ SSW という
領域の認知度が低いことも根本的問題の一つ
である。長期的には、福祉を学ぶ学生が、高
齢者や医療、障害など、特定の分野への興味
関心を深めていく段階で、また他領域の SW
が転職などを考えた際に、選択肢の一つとし
て「学校」が考慮されるような認知拡大に向
けての動き、また条件の改善に向けての取り
組みも必要である。
⑶ 　SSW 業務に対するモチベーションは全
体的に高い。
　前項で述べたように、まだまだ領域全体の
未熟さもあり、SSWe を取り巻く環境は厳し
い。しかし、その厳しさの中で奮闘している
現任者の意識や意欲の高さには目を見張るも
のがある。調査では、子どもに関わる領域で
仕事や活動を行う中で、現状に対する閉塞感
や限界を感じて SSWer を志した者も少なか
らずいるなど、子どもに対して、また学校シ
ステムに対して、豊かな知識や経験を持つ
SSWer の存在が見られた。その中には、た
とえ福祉の専門教育を受けていなくても、あ
る意味で山下（2006）のいう、「人間的な肌
触り」をもった関わりを行える SSWer がい
る。対人援助に関する理論やスキルを学んで
おらずとも、時として「専門家としての訓練
や経験を積んだとしても、同等の対応力を身
につけることは容易ではあるまい」とされる
ほどの関わりを行っているからである。福祉
出身者に対して「ソーシャルワーカーとして
活動するうえで求められるものと対応法につ
いて重要な示唆」16）を与え、互いに切磋琢磨
して学び合うことは、SSW 領域における大
きな強みである。
⑷ 　 ソ ー シ ャ ル ワ ー ク 経 験 者 に と っ て、
SSW 実践を行ううえで感じる難しさとは、
“学校領域また児童分野の独自性”への対
応が大きい。
　他領域の SW 経験者が感じる戸惑いとして
挙げたのは、学校文化やシステム、大人から
子どもへの援助対象の変化など、領域の独自
性を理解し、自らの SW 実践を場に合わせ
る難しさであった。大学で社会福祉士や精神
保健福祉士の養成課程というジェネリックな
部分と SSW 養成課程でスペシフィックな部
分を同時に学んだ上で SSWer となるパター
ンは、現状ではごく少数である以上、学校領
域における専門知識や技術、また固有の理論
や実践モデルなどを学び、また学校という場
そのものを理解することは、多くの SSWer
が業務を始めるにあたって必要とする部分で
ある。しかもその内容は、全国共通、且つ体
系的であるべきであり、実践に即した現任講
習プログラムの充実が急がれる。
⑸ 　ソーシャルワーク未経験者にとって、
SSW 実践を行ううえで感じる難しさは、
多岐にわたっている。
　未経験者の場合、“ソーシャルワーカーと
しての自分自身についての不安”のような
SSWer 個人に起因するものから、“学校現場
への SSWer という新たな職種の定着のしづ
らさ”や、“勤務条件からくる難しさ”など
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環境的な要素まで様々であることが分かっ
た。前述したように、SW 経験のない者が非
福祉出身者とほぼ重なる図式となることを考
えると、これらの不安や困り感を解決する取
り組みも多様であるべきである。前項で述べ
た内容とともに、過渡期としてはジェネリッ
クな SW を学ぶ機会を提供することも必要
かもしれない。さらに、困りごとが環境的要
素を含む場合、SW 経験者、未経験者ともに
共通するものと予想されるが、現時点では、
SSWer の環境改善に向けて個人レベルでの
取り組みは困難であり、後述するように、新
たな取り組みが必要である。
５．結語　～ SSWer が専門職となるた
　　めの提言
　秋山17）によると、専門職の条件として①高
度な理論体系、②伝達可能な技術、③利他的
な価値観、④テストか学歴による能力証明に
基づく社会的承認、⑤専門職集団の組織化、
⑥倫理綱領の存在 、の６つが挙げられてい
る。
　現在の SSW 領域においては、大きく教育
や研究を行う「研究者」、そして「実践者」
の二者が存在しているが、①と②について、
例えば全国事業が始まる以前から SSWer と
して活動し、今もスーパーバイザーとして
現場と密接な関連を持つ山野など研究者の
一部は、大学教育を中心とした養成や現任
SSWer の指導を行う傍ら、実践内容の理論
化や業務のマニュアル化など、理論や技術の
体系化を急いでいる。一方現場の実践者にお
いても、香川スクールソーシャルワーカー
協会や福島県スクールソーシャルワーカー
協会、また関西地区における「SSW-Net」18）
のように、所属機関を超えて自主的に集ま
り、SSW 実践の向上に励んでいる動きが全
国の諸所で見られる。また③についても、調
査結果の３）応募動機や研修・講習への参加
状況の項や、考察⑶でも述べた内容から、概
ね SSWer が利他的な価値観に基づいて業務
を行っていると言うことができると考える。
しかし④については、SSWer になるための
独自の資格が現段階で存在しないことや、背
景で述べた内容、調査結果の２）資格の項か
ら考えても、全ての SSWer が社会福祉とい
う学問的基盤を持ち、一定の能力が備わった
うえで実務についているとは到底言い難く、
この要件は満たしていない。また、⑤につい
ても、SSWer の職能団体はいまだ存在しな
い。SSW 領域における全国的組織として日
本スクールソーシャルワーク協会はあるもの
の、入会資格が「スクールソーシャルワーク
に関心のある方」と広く、学問的基盤の一致
は要求していないこと、また自ら「職能団体
ではない」と明言していることからも明らか
である。したがって、⑥についても職能団体
が存在しない以上、SSWer 全体で共有する
倫理綱領も存在していないのが現状である。
これらのことから考えると、現段階において
SSWer が専門職であるとは、とても言うこ
とができないのである。
　先行研究において、SSWer の専門職性を
確立していくためにはどうすればよいのかと
いう議論は、いまだ見られない。また先行研
究の多くは SSWer が直面している現状の整
理・分析を行うとともに、将来的な課題を提
起しているが、これらの課題に対して、「誰
が中心的存在として取り組むのか」という点
でも、特に言及がなされていないように感じ
る。
　一方で、同じくスペシフィック・ソーシャ
ルワークの一つである医療ソーシャルワーク
では早い段階で組織化が行われ、日本医療社
会福祉協会（以下、協会）が日本最古の職能
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団体として1953（昭和28）年に設立されてい
る。倫理綱領を制定し、実践と理論の統合を
めざした研究活動や現任教育のプログラム化
や企画・実施、専門領域に対する資格の審査
や認定、さらには他の専門職団体との連携、
広く社会的認知の向上をはかる取り組み等、
専門職の向上・拡大をめざした幅広い活動が、
今も協会を中心に行われている。
　このように職能団体が担うべき役割を、
SSWer 領域では前述した「研究者」、「実践者」
が担わざるをえないが、両者ともにいくつか
の問題点を抱えている。例えば前者は教育や
研究を行う傍ら、文部科学省や各地方自治体
の教育委員会に対して SSW の必要性や設置
の推進を訴えるなど、実に多様な役割を担っ
ている。しかし四年制大学を中心とした養成
機関を卒業しても SSWer として就職する学
生はごくわずかであり、専門性をもった人材
養成が現場に結び付いていない点、また本来
職能団体が取り組むべき内容の一部まで担っ
ているが、役割が多すぎるあまり、個々の取
り組みに濃淡が出てしまう感は否めない。ま
た後者も、特定のテーマについて知識を深め
る研修や事例研究など、貴重な機会を提供し
ているが、体系的なプログラムに基づいたも
のとは言い難く、全国的に共通の内容が存在
しているわけではない。何より一番の問題点
として、それらの集合体には法人格がなく、
“顔の見える存在”として、SSWer が関係機
関や広く社会に訴えたいことについて行動を
起こすという“外側”への取り組みはほとん
ど行われず、その活動は“内側”を向いてい
ると言わざるをえないのが現状である。
　繰り返しになるが、SSWer をとりまく環
境はまだまだ厳しい。アンケート結果から明
らかとなったように SSW 実践における専門
性がまだまだ確保できにくい現状を改善する
ためには、現任教育をはじめとした SSWer
自身への取り組みもさることながら、学校関
係者、さらには社会に対する取り組みも必要
である。言い換えれば、個人の知識や経験の
未熟さなどとは異なる次元の問題、すなわち
SSWer の認知度や理解度の低さ等から、思
うような SSW 実践がなかなか進まないとい
う環境における悪循環への改善や、また雇用
が不安定であるなどの勤務条件の改善など、
SSWer が専門職として発展しにくい要因の
一つ一つを取り除くことが必要であり、時間
もかかる上、粘り強い活動が必要である。こ
れら全ての問題は、SSWer 個々人による取
り組みの範疇を超えており、職能団体の存在
なくしては、解決の取り組みの糸口は見いだ
しにくいように感じる。現在の「研究」と「実
践」という二者から、「職能団体」も含めた
三者による協働体制への構築こそ、SSW が
福祉専門職として発展していく上で、必要不
可欠な取り組みであろう。
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